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者の場合，さらに変化が激し
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，ホームヘルパーなどのサー

が圧倒的に多く，賃金水準も
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に見るように請負会社を介
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に対し小零

人々が少なか

１ ４人の零細企業で働く正

所得 万円未満だが，企業規

は５％強， 人以上規模に

層はおそらく新規学卒者で，

細企業の正社員のなかには中

らず存在する
）
。

社員のうち３分の１が，５

模が大きくなるにつれてそ

なると 万円未満は３％ほ

ほどなく 万円を突破するこ

年になっても低賃金層か，あ

９人規模では５分の１あ

の比率は低くなり，

どにすぎない。大企業正社

とは確実であろう。これ

るいはそれに接している

（ ）



立命館経済学（第 巻・第４号）

若年者を対象にした間接雇用の増加

図表６

不安定雇用問

接雇用」が広が

まず，厚生労

働省 ），調査

る。また請負労

（ ）によれば

請負が含まれる

非正規雇用の

題が新たな局面を迎えている

っていることである。

働省が 年に実施した派遣

対象となった派遣労働者の８

働者では 代（ ％），

，派遣労働者のうち 代が

と考えられる「その他の就業

なかでも間接雇用は，パート

と考えるいま一つの理由は，

労働と業務請負に関する調

割近くを 代（ ％）と

代（ ％）で７割を超えてい

％， 代は ％である

形態」は 代が最も多く，ほ

タイマーなどの直接雇用に比

若者を対象にした「間

査結果によれば（厚生労

代（ ％）が占めてい

る。また，厚生労働省

。この調査では，業務

ぼ３割である。

べ，特に大きな問題を

はらんでいる。

まず第１に，

ができない。一

ない。たとえば

トップにあげた

％）がこれに続

用が不安定であ

それはなぜだろうか。

間接雇用は有期雇用でもある

般に有期雇用の場合，現在の

，厚生労働省（ ）によれ

のは「雇用が不安定なこと」

く。また業務請負労働者も同

ること」（ ％）をおもなデ

ため，有期雇用に共通する雇

雇用契約期間が終了の後，次

ば，登録型派遣労働者が働き

（ ％）で，「将来の見通し

じく「将来の見通しがたたな

メリットとしている。

用不安から免れること

の職は保障されてはい

方のデメリットとして

がたたないこと」（

いこと」（ ％），「雇

間接雇用のな

用と比較し問題

契約または業務

能となることが

に結びついてい

なく，雇用契約

始と終了の権限

かでも，登録型派遣労働や有

が増幅される。派遣先業者

請負契約を終了することで派

その背景にある。これらは派

る。雇用主責任の代行のなか

の開始と終了という行為の代

は派遣先が確保したままであ

期雇用契約の業務請負の場合

（注文主）は派遣元（請負業者）

遣労働者（業務請負労働者）の

遣先が派遣元に雇用主責任を

には税金や社会保険料の徴収

行も含まれている。ただし，

る。派遣先にとっては派遣契

は，直接雇用の有期雇

との間で締結した派遣

事実上の雇用調整が可

代行させたことと密接

業務などの代行だけで

実質的な雇用契約の開

約を締結または終了す

ることで派遣労

第２に，間接

を指揮命令して

雇用形態で，こ

用することなく

この場合，労働

働者の調整が可能となるから

雇用の場合，雇用主責任がし

就業させる使用者」と「労働

れを利用する派遣先あるい

，人材仲介業者（派遣業者，

者に対する雇用主責任は，直

である（伍賀 頁）。

ばしばあいまいにされる。

者」の間に第三者（派遣業者

は注文主（ユーザー）は事業に

請負業者）から提供された労働

接の使用者（派遣先，注文主）

間接雇用とは，「労働者

，請負業者）が介在する

必要な労働者を直接雇

者を指揮命令できる。

ではなく，上記の第三

（ ）

合 計

うち 万円未満層

うち 万円未満層

（注１） 在学生を除く。
（注２） 雇用者の中には役員を含

図

雇

（

（

（

む。
（注３）「 万円未満層」の中
（出所） 総務省「平成 年就業

に
構
は「
造基本

表６ 若年層（ 歳

用者

）［ ］

）［ ］

）［ ］

）のなか

正規雇

（

（

（

万円未満層」が含まれる。
調査」より作成。

の低所得層

用 非

）［ ］

）［ ］

）［ ］

正

（単位

規雇用

（

（

（

千人，％）

）［ ］

）［ ］

）［ ］



者，すなわち

たされないこ

するために

不安定雇

派遣業者や請負業者が引き受

とが多い。労働者の供給元で

はコストがかかる。派遣先ま

用問題の新局面（伍賀）

けることになる。だが，実

ある人材仲介業者が雇用主

たは注文主（ユーザー）は派遣

際にはこの雇用主責任が果

責任の代行サービスを遂行

代金や請負代金の引き下

げを人材仲介

コストを削る

さらに，こ

わる。派遣労

る。雇用期

介業者も労働

各地の生産ラ

業者に求め，また業者間の受

可能性が生ずる
）
。

うした問題のほかに，若年層

働や業務請負の場合，労働者

間が短期間に限られているこ

者の技能や能力開発訓練に費

インを転々とする若年者は，

注競争も激しくなれば，業

が間接雇用形態の労働者に

と業者との雇用契約期間の

とは，派遣先や注文主（ユー

用をかけない場合が多い
）
。

将来にわたって技能の蓄積

者は雇用主責任を代行する

なることで新たな問題も加

多くは数ヶ月から半年であ

ザー）はもとより，人材仲

請負業者の指示に従って，

ができず低賃金の職にとど

まる可能性が

とが難しくな

これまで考

雇用について

高い。このため，所得を増や

る
）
。

不安

察したように，今日の不安定

，どのようにその性格や特徴

して結婚や子どもをもうけ

定雇用をめぐる論点

雇用問題は新たな様相を呈

を捉えるのか，その背景や

るなどの人生設計を描くこ

している。こうした不安定

要因をどこに求めるかにつ

いては論者

る議論を整理

非正規

年代か

用については

においても，

によって大きく見解が異なる

した後，今日の不安定雇用の

雇用の性格をめぐって――不

ら 年代まで，日雇労働者，

不安定就業問題として論じら

これらの雇用形態は常用の正

。そこで，これまでの非正規

現局面について考えたい。

安定雇用か，新しい働き方

臨時工，社外工，季節労働

れていた。当時は，研究者

規雇用と比較して労働条件

雇用（不安定雇用）をめぐ

か

者など，いわゆる非正規雇

の間だけでなく，労働行政

の面で種々の格差があり，

雇用も不安定

年代

踏まえてマル

加藤佑治（

めぐって論争

不安定就業労

ところが

であるため，いずれは解消す

までの不安定就業問題の体系

クス経済学の相対的過剰人口

， ）であった。加藤の

が行われたが
）
， 年代に新

働者として捉える点について

，不安定雇用論（不安定就業論

べき存在として認識されて

的な研究成果が江口英一（

論の視点から不安定就業労

不安定就業労働論については

たに増加した派遣労働者な

は論争に参加した論者のな

）の視角からの非正規雇用の

いた
）
。

， ）である。これを

働者問題を集大成したのが

相対的過剰人口の理解を

ど，多様な非正規労働者を

かで共通していた。

研究に対して
）
，これらの

雇用形態の

することに反

者自らそうし

働者などは，

とする。

需要側の要

持つ「新しい働き方」の側面

対する見解が 年代末頃よ

た雇用形態を積極的に選択し

就業形態の多様化，あるいは

因（資本の論理）を重視し不

を強調し，「不安定就業」ない

り登場するようになった
）
。

ているという考え方である

雇用形態の多様化を示すも

安定就業の性格を強調する見

し「不安定雇用」と規定

労働供給の主体である労働

。パートタイマーや派遣労

ので，不安定雇用ではない

解と，供給側の要因（新た

（ ）



な働き方を求め

非正規雇用の労

に共通して見ら

立命館経済

る労働者の意識）を重視する見

働条件の不安定性を根拠にそ

れるのは非正規雇用の労働市

学（第 巻・第４号）

解とは実際の政策面でも鋭く

の拡大を規制する政策を要求

場への定着をうながす政策を

対立してきた
）
。前者は

するのに対して，後者

支持していることであ

る。たとえば，

たことはよく知

今日の不

年代末か

が，その際にも

合規制改革会議

高梨昌氏（当時，信州大学教

られている。

安定雇用否定論

ら今日にかけて労働者派遣事

，労働者自身が多様な働き方

第１次答申（ 年 月）は

授）が労働者派遣法の制定（

業の自由化や有期雇用の規制

を求めていることが強調され

「個人の就労意識の多様化か

年）の牽引役を担っ

緩和が断行されてきた

ている。たとえば，総

ら，生活と仕事のバラ

ンスを考えて，

「こうした新し

る」と結論づけ

など非正規雇用

うした雇用機会

ることは，そう

に見るならばこ

非正社員が現

パートタイム労働や派遣労働

いタイプの労働者像に対して

，有期雇用や派遣労働の拡大

の増加を促す政策は，企業の

の拡大を推進する必要がある

した働き手の雇用機会を奪う

うした主張の根拠は乏しい。

在の就業形態を選択した理由

などを選択する個人も増えて

は，従来型の規制は必ずしも

を正当化している
）
。要するに

みならず，働き手自らも積極

という。逆に，労働者派遣事

ことになるという主張である

を見ると（厚生労働省 ），

いる」などと主張して

適切ではなくなってい

，派遣労働や有期雇用

的に望んでいるのでこ

業や有期雇用を規制す

。しかし，実状を冷静

非正規雇用のなかで，

中年女性が多数

れる。パートタ

に「自分の都合

いる。一方，派

（ ％）が，第

いから」 ％）

また，同じく

を占めるパートタイマーと，

イマーの場合，「家計の補助

のよい時間に働けるから」

遣労働者の場合，理由の第

２位以下（「家庭の事情や他の

を大きく引き離している。

厚生労働省（ ）によれば

若年層が多い派遣労働者では

，学費等を得たいから」（

（ ％），「通勤時間が短いか

１位は「正社員として働ける

活動と両立しやすいから」 ％

，現在の就業形態（非正規雇用

回答に明確な差が見ら

％）がトップで，これ

ら」（ ％）が続いて

会社がなかったから」

，「組織にしばられたくな

）から「他の就業形態

に変わりたい」

る。

先に指摘した

就労動機は「家

トが増すと考え

働省 ），派遣

という点である

という回答も 代で最も多く

ように，今日では非正規雇用

計補助型」ではなく，正社員

られる。厚生労働省が 年

労働者が派遣先に要望する

が
）
，これは上記の点を裏づけ

，希望する今後の就業形態は

のなかで若年層の比重が増加

の職につけなかったための非

に実施した派遣労働者の実

項目のなかで最多は「正社員

ている。

「正社員」が最多であ

しているが，かれらの

自発的な理由のウェイ

態調査を見ても（厚生労

として雇用してほしい」

不安定雇

こうして今日

若年層のなかで

２つの点を指摘

短にとどめる。

用の新局面をもたらしたもの

では，「正社員になりたくて

増加している。不安定雇用を

したい。これについてはこ

もなれない」非自発的な非正

めぐる新たな状況が生じてい

れまでも論じたことがあるの

規・不安定雇用が特に

る要因としてここでは

で（伍賀 ），ごく手

（ ）



まず，第１

の引き下げ圧

用することで

不安定雇

の要因は，グローバル経済化

力が増大したことである
）
。多

，労働基準引き下げ圧力はよ

用問題の新局面（伍賀）

による国際競争の激化によ

国籍企業が進出先である途

り強く働くようになった。

って，日本の「労働基準」

上国の相対的過剰人口を活

国際競争に打ち勝つことを

理由に日本の

げを強行した

け企業の労働

に劣らず中小

非正規雇用

分野の規制

用形態に関

大企業はリストラを進め，非

。さらに下請け企業に対して

基準を親企業以上に切り下げ

零細企業も高い
）
。

増加の第２の要因は，企業の

緩和政策，「労働市場の構造改

わる労働基準を引き下げるこ

正規雇用の積極的活用を行

単価切り下げを求めたが，

る圧力となった。非正規雇

採用方針を含む雇用管理の

革」によって支援したことで

とにほかならず，「必要な時に

うなど，労働基準の切り下

その負担のしわ寄せは下請

用に依存する比率は大企業

転換に対して，政府が労働

ある。これは，雇用や雇

，必要な技能をもつ労働

者を，必要な

減と固定費の

「労働市場

者やリストラ

事実，そうし

派遣労働

年の労働

労働の契約期

人数だけ動員できる体制」の

変動費化，損益分岐点比率の

の構造改革」はまた不良債権

による失業者の受け皿を，派

た労働者が非正規雇用に誘導

や有期雇用の規制緩和はすで

基準法および労働者派遣法の

間の上限が１年から３年に

構築に大いに貢献した。こ

引き下げが実現した
）
。

処理によって建設業，流通業

遣労働や有期契約労働など

されたのである。

に 年代後半以降，あいつ

改正は重要な意味をもって

延長され（専門職は３年から５

れによって労働コストの削

などから排出される離職

の非正規雇用に期待したが，

いで進められてきたが，

いる。これによって，有期

年へ延長），裁量労働制の導

入をこれまで

改正の主要な

第１に，か

の制限なく長

の業務の派遣

止されていた

事実上の派遣

よりも容易にした。派遣労働

点は以下のとおりである。

つて派遣労働の対象として認

期にわたって同一業務に派遣

期間は３年まで上限が延長さ

製造業務への派遣労働者の導

が行われることが多かった

についても大幅な規制緩和

められていた「 業務」に

労働を利用できるようにな

れた。改正派遣法のいま一

入を合法化したことである

が（偽装請負），派遣労働の合

が行われた。 年派遣法

ついて，派遣先企業は期間

った。また「 業務」以外

つのポイントはこれまで禁

。従来は業務請負を装って

法化によって業務請負を派

遣労働に切

（試験，面接，

ではあるが，

遣労働者の特

以上のよう

つつ非正規雇

り換える動きが増えている。

履歴書送付など）は禁止されて

「円滑な直接雇用を図る」（厚

定行為が容認されることにな

な労働分野の規制緩和政策，

用の増加をもたらした主要因

さらに，これまで派遣先が派

いたが，今回の法改正によ

生労働省「業務取扱要領」）こ

った。

労働市場の構造改革推進が

の一つである。この点を認

遣労働者を特定する行為

り，紹介予定派遣に限って

とを理由に派遣先による派

，今日，若年層をも包摂し

めるかどうかが今日の不安

定雇用をめぐ

済下のコスト

造改革政策が

地球規模で

の労働基準を

立って政府が

る議論の分水嶺となってい

競争激化が，雇用環境変化の

いま一つの要因であることに

のコスト競争のもとで，多国

切り下げる圧力を作りだして

その圧力に対して防御するの

る。たとえば，雇用政策研究

要因であることは指摘して

は触れようとはしない。

籍企業が国際的に相対的過

いる状況にあって，労働と

か，それとも市場原理にゆ

会（ ）はグローバル経

いるが，規制緩和政策や構

剰人口を再編しつつ先進国

生活の最低限保障の視点に

だねることで，国際競争に

（ ）



勤労者，労働者

（国際労

バリゼーション

立命館経済

をさらすのかが問われている

働機関）の「ディーセントワ

によって国際労働基準が脅

学（第 巻・第４号）

。

ーク」という提起は，多国籍

かされることへの対抗である

企業が主導するグロー

（ ）。それ

はまた国際人権

日本政府は上述

保を図るための

をさらに推し進

用のなかに留ま

ためにはどのよ

は別の機会に論

規約（社会権規約）の理念を

のとおり，グローバル経済下

措置を講ずるのではなく，逆
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